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注1）　本様式全体が1ページに収まるよう作成してください。

目 標 目標に対する達成状況（成果）及び新たに生じた課題等

関連する
中期計画の番号 教育領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

組織目標評価報告書（令和７年度）

部局名： 教育推進機構 部局長名： 菅　誠治

①教育領域

②研究領域 関連する
中期計画の番号 研究領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

関連する
中期計画の番号 社会貢献（診療を含む）領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

「岡山大学先端研究講座」及び「岡山大学公開講座」をそれぞれ３件及び40
件程度開設する。また，講座の質的な向上を図り，大学の知を地域の皆さ
まへ分かりやすく伝える地域貢献を推進する。

③社会貢献（診療を含む）領域

「岡山大学先端研究講座」を４件，「岡山大学公開講座」を６１件開設した。先端研究講座は，
本学が推進する先端的な研究の内容や成果を広く周知することを目的に，高度な研究内容を
可能な限り分かりやすく紹介する講座として，これまでとは異なる分野・内容で，昨年度より1
件多く開設した。これにより，高度な研究内容を扱う講座の増加および新たな内容の講座の
開設を通じて，地域の皆さまに，本学の先端の知を身近に体験してもらう機会を提供できた。

注2）　自己評価による達成度（５～１）は非公表項目とし，組織目標評価結果を公表する際に消去します。

関連する
中期計画の番号 管理運営領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

①令和８年度に向けて，これまでの教育に加えて，国際教育を統合する大
規模な組織改革を企画・準備する。

②女性教員採用割合について，ダイバーシティ推進本部からの「岡山大学
の女性教員登用に関する目標と計画の制定について（通知）」に定められて
いる部局ごと数値目標（分野における政府目標以上）である38%以上を達成
できるよう，計画的な採用人事を進める。

①令和７年度より，従来設置していた全学センターを廃止，機構等に紐づける組織改編が実
施された。それに伴い，令和７年４月１日施行で「岡山大学管理学則」が一部改正され，教育
推進機構の目的を規定する第２７条の条文に"国際教育"が加わった。また，教育推進機構
内に旧全学センターであったグローバル人材育成院を附属センターとして設置するため，６月
１８日開催の教育推進機構運営会議において「岡山大学教育推進機構規程」の一部改正案
を承認し，その後７月２８日施行（４月１日適用）で一部改正された。同時並行にて，令和８年
度の大規模な組織改革に向け，７月９日に令和８年度概算要求（教育研究組織改革分）を文
部科学省へ新規要求した。しかし，８月末の文部科学省から財務省への令和８年度概算要求
において，本取組は"不採択"の結果となった。これを受けて，機構等で検討の結果，令和８
年度の大規模な組織改革は実施時期を後ろ倒して，第５期中期目標・中期計画を見据えて組
織改革の種々の企画・準備を継続することとした。

②令和７年４月２日～令和８年４月１日に入職する常勤職員（特別契約職員を含まない）に係
る採用人事が無かったが，今後も計画的に採用人事を進める。なお，令和７年度末時点で教
育推進機構における女性教員割合は４４．４％（３６人中１６人）である。また，女性講師２名の
テニュア・トラック教員に係る中間評価を実施した結果，教育研究活動の進捗状況について高
いレベルで遂行していることを確認し，テニュア審査に向けた今後の展開について指導・助言
を行った。

④管理運営領域

⑤センター・機構等業務 関連する
中期計画の番号 センター・機構等業務における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

①卒業生が多く就職している企業数社の人事及び卒業生へのインタビュー
を行い，本学卒業生の社会での評価（学修成果）や教育の方向性について
の具体的な意見及び卒業生の就職先アンケートと卒業予定者アンケートを
比較した分析・検証結果を踏まえて，改訂版卒業生・修了生の就職先アン
ケートを策定する。

②新学習指導要領改訂に伴う入学者の分析のため，新入生アンケート及
び新入生の学習状況の調査を実施し，結果を各部局に情報共有する。ま
た，入学前教育の検証・改善・拡大に資するため，部局へのヒアリング調査
及び入学前教育受講生へのヒアリング調査を実施する。さらに，入学前教
育の内容の充実を図るため，その結果を高等学校等との教育連携推進会
議において各部局にフィードバックする。

③新たな学士課程教育のカリキュラムを管理・運営する組織の下で，モニタ
リング項目をもとに，当初の構想に沿った改革となっているか検証するとと
もに，次年度の時間割・科目編成の改善を行う。また，新カリキュラムの成
果を検証するための基礎データを得るため，学部１年次生及び２年次生に
アンケート調査を行う。さらに，課題探究科目及び英語科目において，初年
度の実施状況から課題を洗い出し，検証のうえ，両科目班でFDを実施す
る。

④これまでの「リーダーシップとSDGs」「プロジェクト・マネージメント実習」実
施結果について検証し，授業内容の改善を図る。また，CAA制度を開発・導
入する。さらに，修士２年次生及び博士２年次生に実施したアンケート調査
の分析及び各研究科へのフィードバックを行い，検証する。

（２－１）

（２－２）

（３－１）

（４－１）
（５－１）

①令和６年度に引き続き，本学学生が多く就職している２つの企業の卒業生，人事担当者及
び上司に本学の教育等に関する事前アンケート調査を実施し，そのアンケート結果に基づき
インタビュー内容を再構築した上で，企業に赴き本学卒業生の社会での評価や求める人材
（教育効果）に関する意見等を聴取した。また，卒業・修了生の就職先アンケートと卒業予定
者アンケートの比較・集計・分析し，企業及び卒業・修了生インタビューでの資料とした。これ
らの結果を踏まえ，令和８年度の就職先アンケート実施に向け，改訂版の策定を行っている。
②新入生アンケート及び新入生に対する「大学入学までの学習経験とこれからの学びに関す
る調査」を実施し，各部局と共有した。調査・分析から，本学の総合型選抜・学校推薦型選抜
が課題意識を持つ志願者を見出す選抜として機能していることが確認できた。上述の調査を
継続的に実施することに加え，各部局で学校推薦型選抜・総合型選抜を総括し，教育推進機
構へ報告する仕組みを新たに構築し，全学的に選抜を検証し内容改善につなげるPDCAサイ
クルの枠組みを整えた。また，入学前教育についての部局及び受講者へのヒアリング調査を
実施し，高等学校等との教育連携会議にて各部局へフィードバックした。新たにスクーリング
を実施する部局もあり，内容の充実が進むとともに，実施部局が昨年度から１部局増加し，７
学部１プログラムに拡大した。
③学士課程教育運営委員会及び各科目部会・科目班の下，次年度に向けた時間割及び科
目編成を改善した。特に，初修外国語の一部科目について，当初の「言語文化科目」が掲げ
る外国文化への理解を深めるという理念に沿うよう，次年度開講の科目内容を再構築した。
また，新カリキュラム成果検証に必要な基礎データを収集するため，学部１年次生及び２年次
生を対象に，学習状況や学習経験に関する調査を実施し，分析を行った。また，課題探究科
目及び英語科目においては，それぞれ学生や担当教員へのアンケート調査を行い，初年度
の実施状況を把握・検証し，次年度の開講に向けてFDを実施した。
④大学院共通科目「リーダーシップとSDGs」「プロジェクト・マネージメント実習」について，学
位プログラム化後の最初の修了生である修士・博士前期課程２年次生に対してアンケート調
査を実施し，研究科毎の集計も行い，フィードバックした。このアンケート結果も踏まえ，「リー
ダーシップとSDGｓ」の単位数見直し等を行った。また，仮称CAAとしていた認定教授補助者に
ついて，正式名称をGTAに決定し，ファシリテーション能力に長けている者をGraduate
Teaching Associate-Facilitator（GTA-F）として，大学院生が学士課程の初年次教育科目「知
の探研」を実践の場として活用し，ファシリテーションを中心とした授業支援活動を行い，指導
力，自己省察力及びリーダーシップ能力を高める授業を試行開講した。令和７年度には，実
践授業を履修した大学院生４名をGTA-Fと認定し，認定証授与式を実施した。


